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国会・内閣委員会にて取り上げました

国会初質問するおおたけりえ



山路を登りながら

現在の物価高と社会保障等の負担増で国民は可処分所得が

減っています。今、政治が取り組まなければいけないことは、
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行政の無駄を廃し、国民生活の負担を軽減することです。

そのうちの一つの政策として、所属する立憲民主党内に

「消費税 0％に向けた勉強会」が立ち上がり、参加致しま

した。課題意識は、①日本はエンゲル係数（所得のうち食

料品にかける割合）が先進国 G7 のうちトップで、家計

を圧迫していること。②消費税を導入している国でも食料

品をゼロ税率又は非課税としている国は多くあること

（0％：英国・カナダ・オーストラリア・

メキシコなど。非課税：韓国・タイ・フィ

リピン・インドネシア・台湾など）。今後

も政策実現に向けて活動していきます。

学校給食無償化法案を、立憲民主党、日本

維新の会、国民民主党と共同で衆議院に提出

しました（2024 年 12 月 23 日）。現在、保護

者が負担する年間の平均給食費は公立小学校

で約 5 万 2000 円、公立中学校で約 5 万 9000

　総選挙後、野党過半数越

えとなった衆議院の構成。

その成果が少しずつ出てき

ました。まず１番は、政策

円。昨今の物価高の影響も受け負担は増加して

います。一部自治体では無償化が進んでいるも

のの、地域による格差が生じていますので、国

による一律の給食無償化を目指しています。今

後の国会の動きを、ご注目ください！

活動費について、野党７党が歩調を合わせて

共同提出した「政策活動費の完全廃止」法案

が通ったことです。自民党提案の「公開方法

工夫支出（外交上の秘密などが関係する場合

に政治資金の支出の一部を非公開にできる仕

組み）」を野党が結束して退けることができまし

た。また、旧文通費と言われる調査研究広報滞在

費の領収書公開も決定しました。ただし、政治改

革の本丸は、企業団体献金の廃止です。企業団体

献金の９割は自民党に入っており、その献金額１

位は日本医師会です（2021 年度調査より。会社

四季報オンライン参照）。多額な献金で政

治をゆがめることのないよう、政治改革

の実現に努力していきます！
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国会・内閣委員会にて取り上げました

国会・総務委員会にて取り上げました
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